










































































































































れている。『南日本新聞』夕刊に 1973 年 2 月 16 日から 1974 年 3 月 31 にまで連載された「俺はおれ（原耕の巻）」、





















































                                                                                                                          
選挙結果については、社会問題資料研究会『帝国議会誌』第 1 期・第 1 巻（東洋文化社、1975 年）252-259 頁を
参照した。 
6 床次竹二郎、山之内一次、押川則吉、三島弥太郎を薩摩の４俊と呼ぶ。南日本新聞社編、前掲書、上巻、91 頁。 
7 政党の変遷と床次新党については、升味準之輔『日本政党史論』第四巻、第五巻（東京大学出版会、1968 年、1979
年）を参照にした。 


































                                                                                                                          
席、革新党が 3 議席、中立その他の党が 18 議席をそれぞれ獲得し、合計 33 議席を得た。『帝国議会誌』第 1 期第 1
巻の 252－253 頁を参照。 
9 床次新党については、床次自身も含めさまざまな思惑が働いていた。この点については、升味、前掲、第 5 巻、
160-178 頁を参照のこと。 
10 『東京朝日新聞』、1928 年 8 月 3 日、2 面。 
11 『東京朝日新聞』、1928 年 8 月 7 日、2 面。 
12 『東京朝日新聞』、1928 年 8 月 9 日、3 面。 
13 前掲、『帝国議会史』第一期第六巻、303 頁。 
14 鹿児島選出議員で、新党倶楽部から民政党に移籍したのは岩切重雄だけで、あとは政友会に移籍した。 






































                                                 
16 帝国議会ではいくつかの固定的な常任委員会が設置されていた。貴族院では、予算委員会、請願委員会、懲罰委
員会、決算委員会、資格審査委員会、衆議院では、予算委員会、請願委員会、懲罰委員会、決算委員会、建議委員
















































                                                 







































                                                 
22 同上、12 頁。 
23 南薩鉄道、南薩中央鉄道に関しては、『枕崎市誌』を参考にした。枕崎市誌編さん委員会『枕崎市誌』下巻（枕崎
市、1990 年）、387－389 頁。その後、昭和 5 年、南薩鉄道にも、ガソリンカーが運転を始めた。車両も漸次増加し、
列車の設備も逐年改善されていった。昭和 12 年から暖房装置も設けられた。枕崎・加世田間 55 分、加世田・伊集
院間 1 時間 20 分、伊集院・鹿児島間 40 分の所要時間であった。枕崎から 3 時間足らずで鹿児島に出ることができ
るようになった。運行回数は、枕崎・加世田間 10 往復、加世田・伊集院間 10 往復であった。 


































                                                 
















































表２ 昭和初期燈台局予算推移                 （単位 円） 
年 度 経 常 部 臨 時 部 計 
大正15年 909,530.770 348,502.450 1,258,033.220 
昭和2年 938,530.920 377,072.160 1,316,023.080 
3年 954,252.810 203,832.670 1,158,085.480 
4年 976,778.475 501,266.710 1,478,045.185 
                                                 
28 海上保安庁燈台部『日本燈台史－100 年の歩み』（社団法人燈光会、1969 年）60-62 頁。 
－84－
福田忠弘 南方漁場開拓者・原耕の帝国議会における議員活動をめぐって 
5年 958,268.130 399,160.540 1,357,428.670 
6年 940,438.380 342,157.030 1,282,595.410 
7年 987,529.660 239,595.380 1,227,125.040 
8年 1,039,080.400 221,323.680 1,260,404.080 
9年 1,064,720.060 281,115.010 1,345,835.070 











 電波霧信号所 本州東岸電波霧信号所 東京海湾電波霧信号所 津軽海峡電波霧信
号所 
 燈台改良 神子本島、犬吠埼、紀伊日ノ御埼、樫野埼 














                                                 
29 同上、 64 頁。昭和初期に設置された主要灯台は、初点の早い順に大王崎（昭和 2 年 10 月）、女島（昭和 2 年 12
月）、二丈岩（燈標、昭和 3 年 8 月）、沢埼（昭和 3 年 11 月）、三木埼（昭和 3 年 11 月）、御神島（昭和 4 年 11 月）、
都井岬（昭和 4 年 12 月）、舳倉島（昭和６年４月）、竜飛埼（昭和７年６月）、野母埼（昭和７年６月）、草垣島（昭
和７年７月）、土佐沖ノ島（昭和８年４月）、玄界島（昭和９年４月）、黄島（昭和９年４月）、愛郎岬（昭和 10 年５
月）である。草垣島灯台は、本文でも言及するように、この論文執筆段階で日本最大の太陽光発電灯台である。 
30 『朝日新聞』2006 年 4 月 6 日、鹿児島版、27 面。草垣島灯台は 2003 年 12 月にソーラー化が実施された。 
































四 保蔵設備 評価額ノ十分ノ三以内 
五 無線電信装置又ハ無線電話装置 評価額ノ十分ノ六以内34 
 
遠洋漁業奨励法が施行されたのは明治31年4月からである35。その後、帝国議会におい
                                                 
32 「故原耕位記追賜ノ件」『叙位裁可書』昭和八年、叙位巻二十三（国立公文書館所蔵、本館-2A-017-00・叙01162100）。
また、この資料で言及されている臥蛇島の灯台は、昭和 15 年（1940 年）に初火をともした。稲垣尚友編『十島村
誌』臥蛇島篇、資料 1、臥蛇島金銭入出帳（十島村役場、1971 年）3 頁。 
33 第 56 回帝国議会における「漁業奨励ニ関スル建議案」は、第五十五回帝国議会に提出されたものと同内容であ
るが、原文は「第五十六回帝国議会衆議院議事速記録第 40 号付録（１）」、昭和 4 年 3 月 28 日、62 頁を参照のこと。
この建議案は建議委員会、本会議で可決された。 




















































































































































































































                                                 






























                                                 
37 原耕は、政友会の公認をうけて立候補し、9,227 票を獲得したが、定数５のところ 6 位で落選した。昭和 5 年 2







この選挙では、議会招集日の所属議員数で、民政党が 271 名、政友会が 173 名と、民政党の圧勝であったが、鹿
児島の選挙区を見る限り、定数 12 名のうち民政党公認候補者が 3 名にとどまった。前掲、『帝国議会誌』第 1 期・
第 7 巻、11-24 頁より。 



















 一 船舶 評価額ノ百分ノ十五以内 




























                                                 


































                                                 
40 農林水産省百年史編纂委員会編、前掲書、521-528 頁。 
41 大日本国憲法第 50 条「両議院ハ臣民ヨリ呈出スル請願書ヲ受クルコトヲ得」と規定している。請願は議員の紹
介によらなければならない。大山、前掲論文、34 頁。 
42 請願者は北海道有珠郡伊達町膽振水産会長、齋藤主計他 7,947 名であり、紹介議員が山本厚三他 4 名の請願と、
板谷順助の請願があるがどちらも同内容である。 
43 「第 62 回衆議院請願文書表」105、156 頁。 




「第 62 回帝国議会衆議院請願文書表」第四、419 頁。 







































                                                 
46 農林水産省百年史編纂委員会編、前掲書、528 頁。また昭和 8 年の漁業法改正により機船底曳網漁業は主務大臣
許可漁業となり、昭和 9 年 7 月にあらたに機船底曳網漁業取締規則が制定された。 
47「第六十二回帝国議会衆議院議事速記録」第十号、昭和 7 年 9 月 3 日、249 頁。 







































                                                 
49 指宿市役所総務課市誌編さん室『指宿市誌』（指宿市、1985 年）487 頁。また、『鹿児島県史』第 6 巻上、（鹿児
島県、2006 年）483－500 頁も参照のこと。 
50 『東京朝日新聞』1932 年 10 月 13 日、2 面。 
51 原耕の死後、弟の捨思が衆議院議員に当選し、水産業についての振興に尽力した。 
－96－
